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  建設業法等に基づき建設業者に対する許可・監督事務
を行う。

　建設業法関連事務　△731千円

（１）事業内容
　　ア　建設業法関連事務
　　　　建設業法に関連した許可事務等を実施（通年）
　　　　建設業法に係る許可等の申請に対する審査等を実施
　　 (ｱ)　建設業法に関連する事務
　　 (ｲ)  建設業の許可に係る電算処理事務
     (ｳ)　建設業法に基づく建設業者の指導及び監督
　　 (ｴ)  建設業者提出書類の閲覧
　　イ　建設リサイクル法関連事務
        建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律に基づく解体工事業者の登録事務
  　ウ　瑕疵担保履行法関連事務
        住宅瑕疵担保履行法の届出受理事務
　　エ　申請手続等電子化事務
　　　　建設業許可及び経営事項審査等の申請手続等の電子化に係る事務

　　　　事務費の節減による減額　△731千円
　
（２）事業計画
　　　法律に基づく事務のため、事業計画は特になし。

（３）事業効果
　　　建設業の健全な発達を促進する。

２　事業主体及び負担区分
（県10/10）

３　地方財政措置の状況
なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
9,500千円×9.2人＝87,400千円
組織の新設、改廃及び増員　なし

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
補正後の
予算額使用料・手数料 財産収入

決定額 △731

現計額 27,250 257,552 10,629 △240,931

― 県土整備部 3 ―

未来を見据えた社会基盤の創造

△731 26,519

住み続けられるまちづくり



 

事業名

単位事業名 予算額 △ 731千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 補正予算額 対前年度増減額

一般財源 △731 ―

合計 △731 ―

　
○歳出 （単位：千円）

節 補正予算額 対前年度増減額

旅費 △16 ― 事務費の節減による減

需用費 △436 ― 事務費の節減による減

役務費 △279 ― 事務費の節減による減

合計 △731 ―

事業内訳書

建設業管理費

建設業法関連事務
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